
  

共
済
組
合
で
提
出
書
類
を
審
査
し
た
結
果
、
当
該
被
扶
養
者
が
資
格
の
要
件

を
欠
い
て
い
た
場
合
は
、
共
済
事
務
担
当
課
を
通
じ
て
連
絡
い
た
し
ま
す
の
で
、

「
被
扶
養
者
取
消
申
告
書
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
さ
か
の
ぼ
っ
て
認

定
を
取
り
消
し
た
場
合
、
そ
の
間
に
受
診
し
た
医
療
費
や
受
給
し
た
給
付
金
に

つ
い
て
は
返
還
し
て
い
た
だ
く
こ
と
と
な
り
ま
す
。

被
扶
養
者
の

資
格
継
続
調
査
を

実
施
し
ま
す

ご
協
力

お
願
い

し
ま
す

実
施
時
期

調
査
対
象
者

調
査
対
象
期
間

調
査
方
法

平
成
21
年
7
月
１
日（
水
）か
ら
同
年
9
月
30
日（
水
）ま
で
で
す
。

被
扶
養
者
で
、平
成
21
年
5
月
1
日
現
在
、

　

扶
養
手
当
の
支
給
対
象
に
な
っ
て
い
な
い
方
で
す
。

平
成
19
年
12
月
31
日
以
前
に
認
定
し
た
方
は
、

　

平
成
20
年
1
月
1
日
か
ら

　

基
準
日（
平
成
21
年
7
月
1
日
）ま
で
の
期
間
で
す
。

平
成
20
年
1
月
1
日
以
降
に
認
定
し
た
方
は
、

　

認
定
日
か
ら
基
準
日
ま
で
の
期
間
で
す
。

「
被
扶
養
者
資
格
確
認
届
書
」を
所
属
所
の
共
済
事
務
担
当
課

を
通
じ
て
、調
査
対
象
者
を
被
扶
養
者
と
し
て
い
る
組
合
員
に

配
付
し
ま
す
。

必
要
事
項
を
記
入
の
う
え
、関
係
書
類
を
添
付
し
、記
名
捺
印

の
う
え
、各
所
属
所
の
指
定
期
日
ま
で
に
共
済
事
務
担
当
課
へ

必
ず
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

  

毎
年
、
被
扶
養
者
資
格
の
調
査
を
行
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
被
扶
養
者
と
し
て

認
定
さ
れ
て
い
る
方
が
、
今
後
も
継
続
し
て
認
定
し
得
る
要
件
を
備
え
て
い
る

か
ど
う
か
を
確
認
す
る
も
の
で
す
。

  

平
成
21
年
7
月
1
日
を
基
準
日
と
し
て
、
被
扶
養
者
と
し
て
認
定
し
て
い
る
方

に
つ
い
て
調
査
を
実
施
し
ま
す
の
で
、
該
当
す
る
組
合
員
の
皆
さ
ん
に
は
、
ご
協

力
を
お
願
い
し
ま
す
。

健
康
保
険
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令（
平
成
21
年
政
令
第
１
３
５
号
）の
施
行
に
伴
い
、

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
等
の
一
部
が
改
正
さ
れ
、平
成
21
年
５
月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

70歳
未満

（注）多数回該当の対象とするのは、平成２１年５月からの診療分とする。

特
定
疾
患
治
療
研
究
事
業
及
び

小
児
慢
性
疾
患
治
療
研
究
事
業
に
係
る

高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度
額
の
改
正
に
つ
い
て

現　行

一律　８０，１００円＋（医療費－２６７，０００円）×１％

平成２１年５月以降

上位所得者
（給料月額４２万４千円以上）

一　　般

低所得者
（住民税非課税）

※多数回該当については入院についてのみ適用

１５０，０００円＋（医療費－５００，０００円）×１％
（多数回該当 ８３，４００円）※

８０，１００円＋（医療費－２６７，０００円）×１％
（多数回該当 ４４，４００円）※

３５，４００円
（多数回該当 ２４，６００円）※

現　行

一律　外来 １２，０００円　入院 ４４，４００円

平成２１年５月以降

一　　般

Ⅱ

※多数回該当については入院についてのみ適用

８０，１００円＋（医療費－２６７，０００円）×１％
（多数回該当 ４４，４００円）※

４４，４００円

２４，６００円

70歳
以上

現役並み所得者
（給料月額２２万４千円以上、

課税所得１４５万円以上）

１５，０００円

低所得者
（住民税非課税） Ⅰ

（年金収入
８０万円以下等）

４４，４００円

12，0００円

8，0００円

外　来 入　院
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